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別紙１

令和８年度「青少年応援プロジェクト＠地域」募集要項  

  

１ 事業名  

青少年応援プロジェクト＠地域（以下、「プロジェクト」という。）  

  

２ 目的  

近年、高齢者や障害者、外国人などの多様な人との交流機会が地域において増加してお

り、多様性の尊重・受容や多文化への理解等の意識を育む取組の強化が地域においても求め

られている。  

多様性の尊重や多文化理解の心について、青少年に対し伝えるとともに、地域自らが円滑

に発信していく土台を創るために、その理念や手法を東京都から地区委員及び区市町村の地

域住民等に対し伝えていくことを目的とする。  

  

３ 内容及び講師  

(1) 内容  

「多様な他者への理解」、「スポーツ体験」、「職業体験」の３つのテーマの中から、区市町

村が選択したテーマに基づき【第一部 講師による講演会】【第二部 講師の特性を活かした

交流体験・情報交換、デジタル技術を活用した体験（ＶＲ等※）】の二部構成で、合わせて

100 分（±10 分）のプログラムを想定。  

（※テーマによっては実施できない場合もあり。）   

実施パターン  第一部  第二部  所要時間  

デジタル体験

無  

講師による講演会  講師の特性を活かした交流体験・情報交換    

計 100 分

（±10 分）  

デジタル体験

有  

講師による講演会  ①講師の特性を活かした交流体験・情報交

換  

②デジタル技術を活用した体験（VR 等）※  

※テーマに沿った体験を想定  

（①と②を併行して実施する場合あり）  

  

(2) 講師 

上記３つのテーマに沿った経験豊かな講師を掲載したリストを基に、事前の打合せにて実

施区市町村の意向を聴取し決定する。  

※ 昨年度の実績については参考資料①「令和７年度青少年応援プロジェクト実施例」及び

参考資料②「令和７年度 青少年応援プロジェクト＠地域 実施一覧」を参照。  

  

４ 対象  

(1) 青少年（18歳未満）  

(2) 青少年の健全育成に携わる地区委員  

(3) 地域住民等  

  

５ 開催期間 

令和８年６月１日（月曜日）から令和９年２月 28 日（日曜日）まで  

※ 土日祝日も開催可能（年末年始を除く）  

  

６ 開催までの流れ  

(1) テーマの選択・会場の確保  
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(2) 実施希望調査回答書の提出  

※ 開催希望日時については、必ず第４希望まで記入。  

(3) 都から実施可否の通知  

(4) 打合せ（開催予定日の約２～３か月前）      

実施区市町村の意向を聴取、実施会場の下見等を実施します。  

(5) 打合せを踏まえた企画内容の確認（上記打合せ後、開催前まで随時）  

上記打合せ内容を踏まえて作成した台本を基に、必要に応じてメールや電話により情報共有

しながら当日の流れを確認。  

(6) 事業実施  

(7) 実施後アンケートの提出  

   事業実施後の区市町村での活動状況や効果を記入。  

  

７ 応募要件   

(1) プロジェクトの趣旨に賛同し、その取組を推進できること。  

(2) 「多様な他者への理解」「スポーツ体験」「職業体験」の３つのテーマの中から区市町村側が

１つを選択し、選択したテーマに沿った講師の選出及びプログラムの内容について賛同できる

こと。  

(3) 本プロジェクトが地域における「多様性の尊重・受容及び多文化への理解」の取組を支援す

るものであることを理解し、プロジェクト終了後も主体的な取組を継続して行えること。  

(4) 実施日を調整し、青少年、地区委員及び地域住民等の参加を積極的に呼びかけ、広報する

こと。  

(5) 区市町村民ホールや体育館、会議室等の会場を用意できること。  

・屋外会場の場合は、雨天時などのために実施できる室内の会場も合わせて手配 

・スポーツのテーマを希望する場合は、体育館など広いスペースが必要 

・第二部でデジタル技術を活用した体験（ＶＲ等）を希望する場合は、体験用のスペース 

も必要  

(6) 会場内において講師控室を用意できること。  

※当日は準備のため、原則開始２時間前から会場及び講師控室を使用  

(7) 会場において音響設備、パソコン、プロジェクター等の情報機器及び冷暖房等の空調機器の

使用ができること。  

(8) 当日の受付、その他プロジェクトの運営に携わる担当区市町村職員を派遣できること。  

    ※派遣人数については、事前打ち合わせで確認 

 

８ その他  

(1) プロジェクト実施にかかる費用は、会場使用費及び会場における水道光熱費等を除き、東京

都が負担する。  

(2) 区市町村で実施する既存の事業の中での活用も可能とする。  

例：地区委員会研修会、ジュニアリーダー研修会 等  

(3) プロジェクトは 50 人から 160 人程度の参加を想定したものであるが、超過する場合等は、

相談ください。  

 

【送付先】〒１６３－８００１東京都新宿区西新宿二丁目８番１号  

東京都庁第一本庁舎３４階北塔  

東京都 都民安全総合対策本部 総合推進部 若年支援事業課  

地域活動推進担当 祐乗坊・渡邉  

E-mail：Ｓ1170304@section.metro.tokyo.jp 電話：（０３）５３８８－３０９８  

 

※ ご不明な点がある場合は、担当までお問合せください。 

 


